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調査結果要約表 
１． 案件の概要 
国名：ベトナム社会主義共和国 案件名：ビズップ・ヌイバ国立公園管理能力強化プロジェクト

所管部署：地球環境部 森林･自然

環境保全第一課 
援助形態：技術協力プログラム 

（2） 協力期間： 
2009 年 1 月～2013 年 12 月（4 年間） 

先方関係機関： 
ラムドン省人民委員会、同省ビズップ・ヌイバ国立公園管理事

務所（ BNBNPMB）、同省農業農村開発局（ DARD）、同省文化･

スポーツ･観光局（DOCST）、同省農業普及センター（PAEC）、
ラクドン郡農業センター、中央政府農業農村開発省（MARD）

１－１．協力の背景と概要 
ビズップ・ヌイバ国立公園は、ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム」と記す）ラムドン省

の北東部に位置し、総面積は日本の尾瀬国立公園の約2倍に相当する7万38haとベトナム国内でも有数

の大きな保護区である。1986年に自然保護区として指定された後、2004年に国立公園に昇格した。周

囲にある3つの自然保護区（北部にChu Yang Sin 国立公園、東部にPhuoc Binh 国立公園、南部にLam Vien 
景観保護区）の中心に位置することから、これら3つの保護区を結ぶ回廊（コリドー）としての役割

も有し、この地域一帯の生物多様性保全にとって極めて重要な価値を持つ。また、同公園は亜熱帯高

山気候の多様な森林生態系を有し、山地熱帯降雨常緑林、針広混交林、高山低木林、低山針葉樹疎林、

コケ林、竹広混交林が分布する。その豊富な森林資源のために、同公園には多様性に富んだ動植物相

が生息している。 
世界的にも生物多様性が豊かなベトナム において、自然保護区の核となる国立公園を適切に管理

する能力の向上は、貴重な生物多様性を保全する上で不可欠となる長期的な課題である。ベトナム政

府は、2003年に保護区管理のあり方を示す Management Strategy for a Protected Area System in Vietnam to 
2010 を策定したほか、2000年以降に18カ所の国立公園を指定するなど、国立公園を中核に生物多様

性保全のための具体的な施策を実施している。しかし、政府による国立公園管理のための技術的及び

予算的な支援は限られており、多くの国立公園では現場レベルでの管理を十分に行えているとはいえ

ない。国立公園の生物多様性を脅かす要因は複数あるが、なかでも公園内及び周辺に居住する地域住

民による人的活動の脅威が大きな課題となっている。 
ビズップ・ヌイバ国立公園の周辺においても、約5,067世帯（約2万6,028人）の住民が生活しており、

その多くが少数民族に属し、伝統的な農業により生計を立てている。地域一帯の土地は森林が多くを

占め農業用地が少ないことから、1世帯当たりの農業用地は狭く、加えて農業生産性が低いために、

住民の貧困率は29％を超えるといわれている。こうした貧困を背景に、森林の農地転用、特にコーヒ

ー農園の拡大による住民の同公園内森林への侵入、野生動物の狩猟、違法伐採、薪炭材採取等は現在

も続いており、同公園の生物多様性は脅威にさらされている。 
ベトナム政府は、上記課題に対処するためわが国に対し技術協力を要請すべく検討していたとこ

ろ、2007年5月にプロジェクト形成調査が実施され、要請案件の枠組みに関する協議が実施された。

同調査結果を踏まえ、同国政府は、住民主導型エコツーリズムの実施、住民の生計向上、環境教育

実施等を通じた国立公園の管理強化を内容とする同国立公園管理能力向上計画を策定し、2007年度、

わが国に対しその実施に関する技術協力の要請を越し、2008年度新規案件として採択された。 
同年12月には、要請内容を踏まえた詳細計画策定調査が実施され、本プロジェクトの協力内容に関

しラムドン省人民委員会及びBNBNPMBなど先方関係機関と基本的に合意した。これに基づき、2009
年9月24日、ハノイにて討議議事録（R/D）の署名・交換を行い、2010年1月よりプロジェクトが開始

されている。 
プロジェクト開始後およそ2年となる2011年11月、日本側レビューチーム（睦好団長）が派遣され、

ベトナム側レビューチームと共に中間レビュー調査を実施し、これまでのプロジェクトの進捗と成果

を確認、評価5項目に基づくレビューを行うと共に、今後の円滑なプロジェクトの実施のための提言

を行った。 
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１－２．協力内容〈中間レビューによる改訂前〉 
（1）上位目標：BNBNPMB が、対象村落の住民と協働して、国立公園の一部の自然資源管理を行

う能力を身につけている。 
（2）プロジェクト目標： BNBNPMB の国立公園における自然資源管理能力が対象村落での協働管

理モデルの開発を通じて強化される。 
（3）アウトプット： 

1. プロジェクトで導入する2つのコンポーネント （住民主導型エコツーリズムと環境保全型生計

向上手段）を運営する実施体制が構築される。 
2. 公園の自然資源管理に関わる原則及び基本的なルールが、対象村落住民とBNBNPMBとの間で

合意される。 
3. 選定された地区において住民主導型エコツーリズム（CBET）のモデル事業が試験的に実施さ

れる。 
4. 対象住民グループが受け入れられる環境保全型生計向上手段（EFLO）が開発され、村落内で

普及される準備が整う。 
5. 住民グループがプロジェクトで導入したCBETとEFLOを継続するために対応すべき課題と必

要な活動が明らかとなる。 
（4）投入（評価時点） 
①日本側 

        専門家派遣 長期専門家派遣: 2 名 短期専門家派遣: 1 名      
        機材供与： 約 1,200 万円  ローカルコスト負担： 約 3,180 万円 研修員受入 7 名 
②ベトナム側 
 カウンターパート人材の配置：19 名 
 土地・施設提供（専門家・プロジェクトスタッフ事務所、ビジターセンター他） 
 プロジェクト運営費：約 930 万円 

２．レビュー調査団の概要 
団員構成 日本側 

（総括） 睦好絵美子 JICA 地球環境部 
森林・自然環境保全第一課長 

（貧困削減/ガバナンス）菅原鈴香 JICA 国際

協力専門員 
（公園管理）  柴田泰邦 環境省 九州地方環境

事務所 那覇自然環境事務所  統括自然保護

企画官 
（評価計画） 谷口光太郎 JICA 地球環境部 森

林・自然環境保全第一課職員 
（評価分析） 東野英昭  

株式会社レックス・インターナショナル 

ベトナム側 
（総括） Mr. Bùi Văn Hùng  
ラムドン省農業農村開発局 副局長 

 
（住民主導エコツーリズム） Dr. Vo Van 

Thoan ノンラン大学社会林学部前学部

長 
 
（環境保全型生計向上） Dr. Vo Van Thoan
ノンラン大学社会林学部 

調査期間 2011 年 11 月 16 日〜12 月 3 日 
３．調査結果の概要 
３－１．実績の概要 
(1) プロジェクト目標の達成状況 
プロジェクト目標:「BNBNPMB の国立公園における自然資源管理能力が対象村落での協働管理モデ

ルの開発を通じて強化される。」 
プロジェクト前半の達成状況は全体として満足できるものであり、プロジェクト目標：「BNBNPMB

の国立公園における自然資源管理能力が対象村落での協働管理モデルの開発を通じて強化される。」

は、プロジェクト期間の終了時までには、概ね達成されるものと判断する。（アウトプットの達成度

については本文を、活動の達成状況は添付資料 5 を参照） 
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指標 達成状況 

（指標 1） 
対 象 住 民 グ ル ー プ と

BNBNPMB の間で協働の合意が

なされ、国立公園内の一部にお

ける自然資源管理の協定の草案

がプロジェクト終了までに作成

される。 

自然資源管理の協定の草案は、2011 年 12 月時点ではまだ策

定されていない。 しかし、2011年 4月の村落規則作成や、CBET、
EFLO コンポーネントでの活動を通じて、BNBNPMB と対象村

落の住民との間に信頼関係が構築されつつある。中間レビュー

の時点では、協定草案の策定の基礎が築かれつつある段階であ

ると考える。 

（指標 2） 
プロジェクト終了までに、対

象住民グループと BNBNPMB
が国立公園内の一部における自

然資源管理を協働で行うために

必要な州政府文書（省令、ガイ

ドライン、計画等）の草案が作

成される。 

対象住民グループと BNBNPMB が国立公園内の一部におけ

る自然資源管理を協働で行うために必要な州政府文書（省令、

ガイドライン、計画等）の草案は、2011 年 12 月時点では策定

されていない。  
（今回のレビュー調査結果に基づく提言として、左記指標の修

正を提言した） 

（指標 3） 
プロジェクト活動に携わる

BNBNP スタッフの 70% 以上が

自然資源の協働管理モデルの実

施方法を理解している。 
 

EFLO コンポーネントの活動が開始されてからは、1 年未満、

CBET の試行実施は、2011 年末から開始される予定であり、村

落規則の執行についても今後開始される状況である。したがっ

て、BNBNPMB スタッフは、協働管理モデルの実施経験を欠い

ており、日本人専門家による評価では、BNBNPMB スタッフの

協働管理モデルの実施方法の理解度は低い。しかし、

BNBNPMB スタッフとワーキンググループ（WG）メンバーは、

プロジェクト開始時期に比べて､協働管理モデルの理解度を向

上させており､プロジェクトの後半では、実戦経験を通じて､

理解度を高めていくことが期待できる。 
 
３－２．レビュー結果の要約 
評価 5 項目に基づくレビュー結果は以下のとおりである。詳細については、本文第４章に記述し

ている。 

項目 レビュー結果 主な理由 

妥当性 高い （+） ベトナム、日本国両政府の政策との整合性 
（+） 地域住民のニーズとの整合性 

有効性 高い〜中程度 （+） WG メンバーと BNBNPMB スタッフの能力の向上

（–） CBET コンポーネントの遅れ 

効率性 高い〜中程度 （+） 投入実績の適切さ 
（–） CBET コンサルタントの雇用の遅れ 

イ ン パ ク ト

（Prospect） 
正のインパクト

が期待される。 

 上位目標については、現行の指標での判断が難しい 
 正のインパクト〈住民、公園管理政策、制度・組織〉

の発現が見込まれる。 
 負のインパクトは今の所想定されない 

自立発展性 
（Prospect） 

 
中程度 
 

（+） ベトナム政府の政策との高い整合性 
（+） WG メンバーと BNBNPMB スタッフの能力の向上

（–） 組織間連携、土地・農業政策との調整の不確かさ

  
 

３－３．結論 
BNBNPMB を初めとし、ラムドン省政府関連機関のスタッフは、さまざまな研修、計画策定と実施
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への参画を通じて、日本人専門家からの指導を受け、ビズップ・ヌイバ国立公園の自然資源管理の協

働管理に必要な知識とスキルを身につけつつある。しかし、独力で協働管理を行うまでの水準には至

っておらず、これからの更なる能力の強化が必要であり、プロジェクト期間の後半における、より主

体的なプロジェクト活動への参加が重要である。  
中間レビューの時点では、自然資源管理を協働で行うために必要な州政府文書（省令、ガイドライ

ン、計画等）の作成はまだ着手されていないが、村落規則の作成や、CBET、EFLO コンポーネント

での活動を通じて、BNBNPMB と対象村落の住民との間に、信頼関係が構築されつつあり、協定草案

準備の基礎が築かれている段階であると考える。  
CBET 関連の活動では、インフラストラクチャー面での整備が進められており、一部は完了してい

る。組織面では、2011 年 4 月に BNBNPMB 内にエコツーリズム及び環境教育センター（CEEE）が

設立され、CBET コンポーネント実施の中核として機能することが期待されている。また、CBET 活

動に参加する予定の住民に対する研修が進められてきた。  
さらに、ダラット市内に拠点を置く、旅行業者との交渉が開始されており、中間レビューの時点で、

11 社との業務協定が結ばれているほか、ビジターセンターとエコツーリズムの実施と管理に関するマ

ニュアル（入園料金など祖諸規則を含む）が準備されており、2011 年 12 月中旬には完成される予定

である。  
EFLO コンポーネントでは、農産物の生産を向上する技術研修の他に、環境保全型の栽培方法、例

えば、有機肥料の生産方法、毒性の低い殺虫剤の導入、残留農薬の削減などに力を入れている。また、

篤農家だけでなく、平均､あるいは貧困層の農家も参加している。 
現在の所、コミュニティメンバーの 128 名が、さまざまな活動に参加している。活動は、指導者訓

練（TOT ）（ 指導者要請）、農民学校（FFS）、農民から農民への普及（FF）、実践重視の普及（PBE）
などである。 
中間レビュー時に、プロジェクトが行った 98 名を対象とした調査では、およそ 60％のコミュニテ

ィメンバーが、EFLO の活動で学んだ栽培技術を､自分たちの農地で実践しているという結果であり、

活動が着実に住民に浸透していることが確認出来た。 
これらの事から、プロジェクト前半の達成状況は全体として満足できるものであり、プロジェクト

目標：「BNBNPMB の国立公園における自然資源管理能力が対象村落での協働管理モデルの開発を通

じて強化される。」は、プロジェクト期間の終了時までには、おおむね達成されるものと判断する。

３－４．提言 
【合同調整委員会（JCC）と省運営委員会（PSC） に対する提言】 
（1） プロジェクトデザインマトリックス（PDM）の変更 

現行の PDM 〔version 2.0（2011 年 3 月 18 日作成）〕の修正を次回の JCC において行うことに

つき、PSC の理解を求める。合同レビューチームは、レビュー結果に基づきプロジェクトに対

して、PDM の変更を提言し、PDM 改定案（添付資料 6）は、プロジェクトの、より効果的な実

施と目的の達成に寄与すると判断するものである。主な変更点は以下のとおりである。 
a. プロジェクト目標の指標 2: 「プロジェクト終了までに、対象住民グループと BNBNPMB が

国立公園内の一部における自然資源管理を協働で行うために必要な州政府文書（省令、ガ

イドライン、計画等）の草案が作成される。」は、「村落規則、CBET、EFLO を含む協働管

理活動の継続的な実施のための政策的提言が州政府に対してなされる。」と変更する。これ

に伴い、PDM の活動 5-3 も変更を行う。  
b. 上位目標の指標 2: 「プロジェクト終了後 3 年以内に、対象住民グループと BNBNPMB が国

立公園内の一部における自然資源管理を協働で行うために必要な州政府文書（省令、ガイ

ドライン、計画等）が州人民委員会で承認される。」 を「対象住民グループと BNBNPMB
が国立公園の自然資源を協働管理するために必要な州政府文書（省令、ガイドライン、計

画等）に、プロジェクトの政策提言が反映されている｡」に変更し、上に述べたプロジェク

ト目標の指標と整合性を取る。 
c.アウトプット 2 の指標「2-2. 公園内における自然資源利用の原則と規則がプロジェクト開始

後 15 カ月以内に、参加型で定められる。」を、村落規則の執行を確実にするために、「2-2. 
公園内における自然資源利用の原則と規則がプロジェクト開始後 15 カ月以内に、参加型で

定められ､村落規則管理チームが規則の施行に関連する何らかの活動を行っている。」と変

更する。 
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d.アウトプット3の指標「3-2. BNBNPMBと森林保護の契約を結んでいる世帯の10 %以上が

CBETに参加する。」を「3-2. 対象村落の世帯の 5% 以上がCBETコンポーネントに参加し、

何らかの収入を得ている。」と変更し、更に「3-3. 15以上の旅行業者がBNBNPMBとの間で、

CBET活動に参加するための協定書に調印している。」を追加する。これは、森林保護活動

参加者のみがCBETの試行的実施のターゲットグループではないこと、また、試行的実施に

とって旅行業者が重要な位置を占めているからである。 
e. アウトプット４の指標「4-1. 住民グループの 70 % 以上のメンバーが EFLO を受け入れる見

込みが立つ。」を「4-1. 対象 5 カ村の住民グループの 70 % 以上のメンバーが、EFLO コン

ポーネントで導入した環境保全型生計向上手段のうち、少なくとも 1 つを採用しており、

50％以上の EFLO 活動参加者が、栽培している作物の生産量の増加、あるいは単価の向上

を達成する。」と変更する。これは、生計向上手段の受入れの割合だけでは、生計の向上

が判断できないからである。 
注：「EFLO 活動参加者」 とは、FFS、FF、PBE など、プロジェクトが主催する活動への参

加者。 
f. 新たな活動として 1-1-4、2-2-4、2-3、3-4-9、4-3a-5、4-3a-6 及び 4-3a-7 を加え、アウトプッ

ト達成までの過程を明確にする。 
g. 協働管理を表す用語として co-management に代えて、collaborative management を用いて、住

民と協働して行う国立公園における自然資源管理であることを明確に示す。 
 （2）「国立公園」の意味について 

PDM における「国立公園」は、公園内とプロジェクトで対象とするバッファーゾーンである

と解釈する。2008 年 11 月から 12 月にかけて実施された詳細計画策定調査の時点で、対象村落

の候補として想定していた Da Chays コミューンの村落のいくつかは、公園のコアゾーンに位置

している。しかし、対象村落の絞り込みの過程で、公園内の村落は、アジア開発銀行（ADB）
の中部高原地域における生計向上のための森林プログラム（FLITCH）プロジェクトの対象地区

であることが判明した。援助の重複を避けるために、これらの村落は JICA プロジェクトの対象

地域から除外した経緯がある。結果として、バッファーゾーンにある 5 村落がプロジェクトの

対象村落となった。したがって、地域住民による自然資源管理とは、公園内のコアゾーンだけ

でなく、バッファーゾーンにも当てはまるものとする。 
 （3） 流域管理事務所の EFLO ワーキンググループへの参加 

ダニム･コミューンの流域管理事務所を EFLO の WG に参加させること。 
【プロジェクトへの提言】 
（1） 協働管理の協定 

協働管理協定合意までの過程と、協定の内容を詰めていく際に、住民の義務のみを求めるの

ではなく、住民の生活の現状について十分に留意して、BNBNPMB、コミューン人民委員会、郡

人民委員会の果たすべき責任についても考慮していくことが求められる。 
（2） 村落規則 

対象村落の住民が起案し、2011 年 11 月に対象コミューン/タウンシップ人民委員会に承認され

た自然資源管理に関する村落規則の普及の施行である。当該の規則について、村人、レンジャ

ー、BNBNPMB 関係者、ダニム･コミューン流域管理事務所関係者のすべてが、村人の義務と利

益について理解するように周知徹底すること、及び規則の現地語訳（コホ語）が有効と考える。

村落規則管理チームの能力強化担当として、WG メンバーを任命することとする。 
（3）CBET 

CBET の試行的実施に際し、以下の事項を留意すること。 
 ビジネスセクター、コミューン、BNBNPMB､その他の関係機関を含むプロジェクトの関

係者間の円滑な連携と、効果的な役割･責任分担によって、さまざまなニーズと関心（来

訪者の満足、住民の利益、ビジネスセクターのビジネスチャンス、公園の資源保護を、す

べて満たす win-win の関係を構築する）を的確に調整すること。 
 CEEE の能力強化を行うこと。同センターは、BNBNPMB 内の、エコツーリズムと環境教

育の運営管理の中核組織である。 
 EFLO 活動と地域コミューン内のアグロツアー、土産物作りとの連携を模索すること。 
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（4）EFLO 
a. EFLO 活動が、耕作地の拡大抑止の点で、どの程度の効果を持つのかを検証する。EFLO 参

加世帯について、ディジタルマップを用いた土地利用変化と、生産量の変化を追跡調査す

ること。 
b. BNBNPMB と州農業普及センター、郡農業センターの間の連携の強化を通じて、EFLO 活

動の自立発展性を確保すること。 
c. クレジットへのアクセス、農産物加工、マーケティングなどの手段を通じて、EFLO の収益

性を改善する方法を模索すること。参加者の異なった区分（富裕、平均、貧困層）に応じ

た手段を検討する。食糧不足の影響を受ける人々には、特段の配慮が求められる。 
d. 活動参加者の異なる区分（富裕層、平均、貧困層）別に、コーヒー生産の収量と価格の両

者、あるいは一方についての変化をモニターすること。このデータによって、プロジェク

トは EFLO のインパクトを正確に評価することが可能となり、貴重な教訓を導き出すこと

が期待される。 
e. 栽培時期を考慮して適切な時期に研修を行い、農民が学んだ技術を時間を空けずに応用で

きるように配慮すること。 
（5） ワークショップや現場視察を中央政府と他のドナーのために実施し、関連する政策にプロジェ

クトの知見が反映されるようにすること。 
（6） プロジェクト終了時までに達成すべき内容の共通理解 

プロジェクト終了時までの達成状況のイメージとして、専門家、カウンターパート、WG のメ

ンバーの間で、CBET、EFLO、協働管理の各コンポーネントについて、達成すべき内容につい

て、理解を共有すべきである。具体的な内容については、本文の第６章を参照されたい。 
 

【ラムドン省政府と BNBNPMB に対する提言】 
（1） バッファーゾーンの管理の役割分担 （BNBNPMB と DARD） 

公園のよりよい管理のためにバッファーゾーンの境界を明確にすべきである。 
（2） 予算の確保〔省人民委員会（PPC）〕 

プロジェクト終了後の CBET と EFLO に対する予算措置に最善を尽くすこと。BNBNPMB の

能力に見合った活動内容を注意深く検討し、計画を策定すること。 
（3） 政策策定への情報提供（BNBNPMB） 

FLITH プロジェクトと積極的に意見を交換し､JICA プロジェクトで取ってきたアプローチが、

現在 DARD 下の森林管理事務所によって策定中の「国立公園エコツーリズム開発マスタープラ

ン（National Park Ecotourism Development Master Plan）」の中に組み込まれるようにすること。 
（4） CBET の制度設計と実施 （BNBNPMB） 

CBET の構想と実施の時点で、エコツーリズムで見込む収入や、その他の利益を、地域コミュ

ニティに対して適切に分配することを検討する。特に少数民族コミュニティなど、低所得者層

への配慮が必要である。CEEE の得る利益の一部を、国立公園の自然資源保全や地域の生計向上

のために活用する努力が求められる。 
（5） 地域コミュニティの土地利用について（DARD） 

EFLO の活動は、限られた世帯のみが農地の公式の所有権（Red Book/赤色証書）を認められ

ているなかで行われているのが現状である。EFLO 活動の有効性と継続性を確保するために、地

域の人々の土地利用権の確保を検討するべきである。 
（6） 森林保護（PPC） 

州の関係者に対して、森林管理と保護の手段を強化し、プロジェクト対象地域の景観を保全･

回復し、エコツーリズムの価値と魅力を高めるべきである。 
（7） 栽培技術 （DARD） 

地域の人々の生計向上とエコツーリズム付加価値を両立させる農業技術研究を進めること。 
（8）ドナー協調（BNBNPMB） 

ドナー間の更なる調整を目指すこと。JICA、ADB、世界自然保護基金（WWF）については、

現在 BNBNPMB を支援中、あるいは支援する計画を有しているので、援助の重複を避け、効率

化と効果の最大限の発揮を目指すべきである。 
（9） 新村落開発プログラムを BNBNPMB の活動への組み込み 
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ベトナム側レビューチームメンバーは、新村落開発プログラム（New Rural Area Program）を

BNBNPMB の活動への組み込むべきであるとの提言を行った。 
 
【MARD に対する提言】 

プロジェクトで得た協働管理に関する知見と、用いられたアプローチについて、「保護地域の

管理戦略 2010」の後継戦略（現在策定中）も含め、関連する政策に反映すること。 
 
【JICA に対する提言】 
（1） 専門家の追加派遣 

エコツーリズム、マーケティング等の分野の短期専門家を、必要に応じて、プロジェクトの

後半に投入し、プロジェクト目標の達成を図ること。 
（2） 海外青年協力隊との連携（JOCV） 

プロジェクトと、BNBNPMB に派遣予定の海外青年協力隊隊員（環境教育隊員と村落開発隊

員）間の連携によって相乗効果をもたらし、関係者のすべてが利益を得るように図ること。 
（3） 研修機会 

地域の人材を対象として、他のアジア諸国における CBET の経験とスキルを学ぶ機会を、こ

れまで以上に与えるよう検討すること。 
（4） 永久調査区の設置支援 

公園内のコアゾーンにおける生物多様性のモニターのために、永久調査区設置計画への支援

を検討すること。 
（5） 協働管理活動に対する一層の支援 

ベトナムトにおける国立公園管理のモデルを形成すべく、CBET を含むプロジェクトの協働管

理活動に更なる支援を検討すること。 
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 第１章 プロジェクトの概要 
 
１－１ 背景 

ビズップ・ヌイバ国立公園（Bidoup-Nui Ba National Park：BNBNP）は、ベトナム社会主義共和

国（以下、「ベトナム」と記す）ラムドン省の北東部に位置し、総面積は日本の尾瀬国立公園の約

2 倍に相当する 7 万 38ha とベトナム国内でも有数の大きな保護区である。1986 年に自然保護区と

して指定されたあと、2004 年に国立公園に昇格した。周囲にある 3 つの自然保護区（北部に Chu 

Yang Sin 国立公園、東部に Phuoc Binh 国立公園、南部に Lam Vien 景観保護区）の中心に位置す

ることから、これら 3 つの保護区を結ぶ回廊（コリドー）としての役割も有し、この地域一帯の

生物多様性保全にとって極めて重要な価値を持っている。 

また、同公園は亜熱帯高山気候の多様な森林生態系を有し、山地熱帯降雨常緑林、針広混交林、

高山低木林、低山針葉樹疎林、コケ林、竹広混交林が分布する。その豊富な森林資源のために、

同公園には多様性に富んだ動植物相が生息している。2009 年の調査結果によると、1,923 種の植

物（うち 96 種が固有種）と 422 種の動物〔うち 32 種が国際自然保護連合（International Union of 

Conservation of Nature and Natural Resources：IUCN）のレッドリストに記載されている〕が確認さ

れている。また同公園は野鳥保護区としても有名で、地域固有種の鳥類が生息することで世界的

に認められている 221 カ所の地域のうちの 1 つに指定されている。 

世界的にも生物多様性が豊かなベトナム において、自然保護区の核となる国立公園を適切に

管理する能力の向上は、貴重な生物多様性を保全する上で不可欠となる長期的な課題である。ベ

トナム政府は、2003年に保護区管理のあり方を示すManagement Strategy for a Protected Area System 

in Vietnam to 2010を策定したほか、2000年以降に18カ所の国立公園を指定するなど、国立公園を

中核に生物多様性保全のための具体的な施策を実施している。しかし、政府による国立公園管理

のための技術的及び予算的な支援は限られており、多くの国立公園では現場レベルでの管理を十

分に行っているとはいえない。国立公園内の生物多様性を脅かす要因は複数あるが、なかでも公

園内及び周辺に居住する地域住民による人的活動の脅威が大きな課題となっている。 

BNBNP の周辺においても、約 5,067 世帯（約 2 万 6,028 人）の住民が生活しており、その多く

が少数民族に属し伝統的な農業により生計を立てている。地域一帯の土地は森林が多くを占め農

業用地が少ないことから、1 世帯当たりの農業用地は狭く、加えて農業生産性が低いために、住

民の貧困率は 29％を超えると言われている。こうした貧困を背景に、森林の農地転用、特にコー

ヒー農園の拡大による住民の同公園内森林への侵入、野生動物の狩猟、違法伐採、薪炭材採取等

は現在も続いており、同公園の生物多様性は脅威にさらされている。 

ベトナム政府は、上記課題に対処するためわが国に対し技術協力を要請すべく検討していたと

ころ、適切な要請書が同国政府から提出されるように 2007 年 5 月にプロジェクト形成調査が実施

され、要請案件の枠組みに関する協議が実施された。同調査結果を踏まえ、同国政府は、住民主

導型エコツーリズム（Community Based Eco-Tourism：CBET）の実施、住民の生計向上、環境教育

実施等を通じた国立公園の管理強化を内容とする同国立公園管理能力向上計画を策定し、2007 年

度、わが国に対しその実施に関する技術協力の要請をし、2008 年度新規案件として採択された。

今般、要請内容を踏まえ 2008 年 12 月に詳細計画策定調査を実施し、本プロジェクトの協力内容

に関しラムドン省人民委員会（Provincial Peoples’ Committee：PPC）及び BNBNP 管理事務所
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（Bidoup-Nui Ba National Park Management Board：BNBNPMB）等先方関係機関と基本的に合意し

た。これに基づき、2009 年 9 月 24 日、ハノイにて討議議事録（Record of Discussions：R/D）の署

名・交換を行い、2010 年 1 月よりプロジェクトが開始された。 

プロジェクト開始後およそ 2 年が過ぎた 2011 年 11 月、日本側レビューチーム（睦好団長）が

派遣され、ベトナム側レビューチームと共に中間レビュー調査を実施した。これまでのプロジェ

クトの進捗と成果を確認し、評価 5 項目に基づくレビューを行うとともに、今後の円滑なプロジ

ェクトの実施のための提言を行った。 

 

１－２ プロジェクトの要約 

2011 年 3 月の合同調整委員会で承認されたプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project 

Design Matrix：PDM）Version 2.0（添付資料 1）に基づくプロジェクトの要約は以下のとおりで

ある。 

 

プロジェクト名: BNBNP 管理能力強化プロジェクト 

協力期間: 2010 年 1 月～2013 月 12 月（4 年間） 

対象地域: BNBNP 境界周辺の 5 村落 

ターゲットグループ: BNBNPMB、ラムドン省農業農村開発局（Department of Agriculture and Rural 

Development：DARD）、対象 5 村落 

上位目標: BNBNPMB が、対象村落の住民と協働して、国立公園の一部の自然資源管理を行う

能力を身につけている。 

プロジェクト目標:BNBNPMB の国立公園における自然資源管理能力が対象村落での協働管理モ

デルの開発を通じて強化される。 

アウトプット 

1. プロジェクトで導入する 2 つのコンポーネント〔CBET と環境保全型生計向上手段

（Ecologically Friendly Livelihood Options：EFLO）〕を運営する実施体制が構築される。 

2. 公園の自然資源管理に関わる原則及び基本的なルールが、対象村落住民と BNBNPMB との

間で合意される。 

3. 選定された地区において CBET のモデル事業が試験的に実施される。 

4. 対象住民グループが受け入れられる EFLO が開発され、村落内で普及される準備が整う。 

5. 住民グループがプロジェクトで導入した CBET と EFLO を継続するために対応すべき課題と

必要な活動が明らかとなる。 
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主な活動 
1-1 対象村落でのCBETとEFLO実施のためのワーキンググループ（Working Group：WG）

を組織する。 

1-2 WG に対する研修を実施しプロジェクト実施のための能力を強化する。 

2-1 対象村落のコミュニティと連携し村落の現状を参加型で評価する。 

2-2 対象村落のコミュニティと連携し、村落の自然資源利用の原則と規則を定める。 

3-1 CBETコンポーネントの現場活動実施のパートナーを選定する。 

3-2 対象村落での CBET の試験的実施計画を策定する。 

3-3 潜在的な環境への影響を評価し、3-2 で述べた活動実施計画に対策を盛り込む。 

3-4 CBET コンポーネント実施のための体制を構築し、組織化された住民グループの CBET
実施能力を強化する。 

3-5 CBET の試験的実施を行う。 

3-6 CBET コンポーネントの実施結果を評価する。 

4-1 対象村落において導入するEFLOの内容を決定する。 

4-2 対象村落におけるEFLO導入のための活動計画（Plan of Operations：PO）を同定する。

4-3a （手段としてコーヒーなど農業生産の改善が選ばれた場合）篤農家の圃場で農民学校

（Farmer Field School：FFS）等の実施研修を実施する。 

4-3b1 （手段として民芸品製作など家内工業が選ばれた場合）生計向上手段に関する実地研修

を開催する。 
4-4 プロジェクトのコンポーネントについて評価を実施する。 
4-5 生計手段を村落内と他の村落に普及・促進計画を策定する。 

5-1 評価結果に基づき（3-6、4-4）、対象村落がCBETとEFLOを継続するための支援手段を

明らかにする。 
5-2 BNBNPMBと対象住民グループ間の合意文書を検討する。 

 

5-3 協働管理の継続を支援するために、省政府レベルの政府文書案を検討する。 
 

  

                                                        
1活動 4-3b は、2011 年 3 月の第 2 回合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）で削除することが承認された。 
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第２章 プロジェクトのレビュー 
 
２－１ 目的 

中間レビューの目的は以下のとおりである。 

(1)  プロジェクトの進捗を、PDM と PO（添付資料 2）を基にして確認すること。 

(2)  プロジェクト実施上の問題点や課題を明確にすること。 

(3)  PDM を見直し、必要であれば改定を行なうこと。 

(4)  評価 5 項目（妥当性、効果、効率性、インパクト、自立発展性）を用いてプロジェクトの

達成の度合いを評価すること。 

(5)  プロジェクト目標を達成するために必要な協力期間終了時までの活動と対策について提言

を行うこと。 

 

２－２ 方法 

２－２－１ レビューの方法 

日本側、ベトナム側レビューチームが合同で、プロジェクトの実績について、プロジェクト

報告書などの文献調査、実地調査、プロジェクト関係者への聞き取り等を通じて確認した。こ

の結果を PDM の指標と比較・分析し、評価 5 項目に基づいてレビュー結果をとりまとめた。 

 

２－２－２ 調査団メンバー 
(1) 日本側レビューメンバー 

氏名 担当業務 所属・職位 期間 
睦好 絵美子 総括 JICA 地球環境部 

森林・自然環境保全第一課長 
11 月 25 日 
～12 月 3 日

菅原 鈴香 貧困削減／ガバ

ナンス 
JICA 国際協力専門員 11 月 26 日 

～12 月 3 日

柴田 泰邦 公園管理 環境省 九州地方環境事務所 
那覇自然環境事務所 
統括自然保護企画官 

11 月 23 日 
～12 月 3 日

谷口 光太郎 評価計画 JICA 地球環境部 
森林・自然環境保全第一課 職員 

11 月 23 日 
～12 月 3 日

東野 英昭 評価分析 ㈱レックス・インターナショナル 
シニアコンサルタント 

11 月 16 日 
～12 月 3 日

 
(2) ベトナム側レビューチーム 

氏名 担当業務 所属・職位 期間 
Mr. Bùi Văn 
Hùng 

総括 ラムドン省DARD 副局長 11 月 25 日 
～12 月 1 日

Dr. Vo Van 
Thoan 

EFLO ノンラン大学社会林学部 前学部長 11 月 25 日 
～12 月 1 日

Dr. Le Quang 
Thong 

CBET ノンラン大学社会林学部 11 月 25 日 
～12 月 1 日
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２－３ レビュー日程 

合同レビューチームは、11 月 16 日から 12 月 2 日までの 17 日間、ダラットを中心に以下の活

動を行った。 

 
日

順 
月日 活動 宿泊地 

1 11 月 16 日 
（水） 

【東野】 
09:30 東京/成田発（VN301）→13:40 ホーチミン着 
17:10 ホーチミン発（VN1386）→18:00 ダラット着 

ダラット

2 11 月 17 日 
（木） 

 

カウンターパート(C/P)、CBET・EFLO 各 WG メンバー等

との面談 
 プロジェクト専門家 
 BNBNPMB 
 ラムドン省 DARD 
 ラムドン省農業普及センター（PAEC） 
 ラムドン省天然資源環境局（DONRE） 
 ラムドン省文化スポーツ観光局（DOCST） 
 ダニム・コミューン人民委員会（CPC） 
 アジア開発銀行（ADB）中部高原地域における生計向上

のための森林プログラム（FLITCH）プロジェクト等 

ダラット

3 11 月 18 日 
（金） 

ダラット

4 11 月 19 日 
（土） 

資料作成 ダラット

5 11 月 20 日 
（日） 

【東野】資料作成 
【菅原】（11 月 20 日～25 日 別件用務） 
10:00 東京/成田発（VN311）→14:40 ハノイ着 
16:30 ハノイ発（VN1565）→18:10 ダラット着 

ダラット

6 11 月 21 日 
（月） 

【東野】面談継続 ダラット

7 11 月 22 日 
（火） 

【東野】面談継続 ダラット

8 11 月 23 日 
（水） 

【柴田】10:55 那覇発（JL3098）→13:20 東京/成田着 
【柴田・谷口】 
18:00 東京/成田発（VN3311）→22:25 ハノイ発 
【東野】面談継続 

【柴田、

谷口】 
ハノイ 
【東野】

ダラット

9 11 月 24 日 
（木） 

【柴田・谷口】 
08:00～09:15 農業農村開発省（MARD）表敬 
09:15～10:30 森林プログラムアドバイザー〈北村専門家〉

打合せ 
11:00～14:30 JICA ベトナム事務所 
16:30 ハノイ発（VN1565）→18:10 ダラット着 

ダラット

10 11 月 25 日 
（金） 

【睦好】 
10:00 東京/成田（VN311）→14:40 ハノイ着 
16:30 ハノイ発（VN1565）→18:10 ダラット着 
【菅原、柴田、谷口、東野】 
08:30～09:30 プロジェクト関係者キックオフ会議 
09:30～11:00 プロジェクト専門家打合せ 

【菅原、谷口、東野】 
10:00～11:30 公園事務所所長打合せ【柴田、谷口】 
10:30～11:30 ベトナム側レビューチームとの打合わせ【東

野】 

ダラット
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13:00～17:00 ダニム・コミューン視察【菅原】 
11 11 月 26 日 

（土） 
08:00～15:00 現場視察（ダニム・コミューンのコーヒー

農園、FFS 活動、ビジターセンター、公園管理事務所新庁

舎、トレイル） 

ダラット

12 11 月 27 日 
（日） 

08:00～22:30 団内打合せ、報告書作成 ダラット

13 11 月 28 日

（月） 
08:00～12:00 ベトナム側レビュー団員との打合せ 
15:00～17:00 ベトナム側レビュー団員との打合せ 
19:00～24:00 団内打合せ、報告書作成 

ダラット

14 11 月 29 日 
（火） 

08:00～12:00 プロジェクトとの協議 
14:00～14:30 ラムドン PPC 表敬 
15:00～17:00 団内打合せ、報告書作成 

ダラット

15 11 月 30 日 
（水） 

08:00～12:00 プロジェクトとの協議 
08:00～11:00 公園管理事務所面談【柴田】 
14:00～16:00 プロジェクト専門家打合せ【睦好、谷口】 

ダラット

16 12 月 1 日 
（木） 

08:30−12:00 州合同調整委員会 
16:50 ダラット発（VN1564）→18:30 ハノイ着 

ハノイ 

17 12 月 2 日 
（金） 

10:00−11:00 天然資源環境省（MONRE）報告 
16:00−17:00 JICA 事務所報告 

（機内）

18 12 月 3 日 
（土） 

【睦好、菅原、谷口、東野】 
00:10 ハノイ発→07:00 東京/成田着 
【柴田】 
00:05 ハノイ発→06:30 名古屋着 
08:30 名古屋発→1:00 那覇着 
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第３章 プロジェクトの達成状況 
 

３－１ 投入実績  

３－１－１ 日本側 

2009 年 9 月 24 日にハノイで署名された R/D に則り、 2 名の長期専門家が派遣された。また、

エコツーリズム分野で、1 名の短期専門家が 2011 年 9 月から、およそ 1 カ月間派遣された。  

 
(1) 日本人専門家の派遣状況 （添付資料 3） 

 
表１ 日本人専門家の派遣状況〈2010 年 1 月〜2011 年 11 月末〉 

分類 専門分野 派遣期間 

長期専門家 チーフアドバイザー/協働管理 18.9 M/M 

長期専門家 業務調整/コミュニティ開発 18.7 M/M 

短期専門家 エコツーリズム 0.9 M/M 
（2011.9.15-2011.10.13） 

 
 

(2)  本邦研修 
これまでに合計 7 名のプロジェクト関係者が本邦研修に参加した。  

 
表２ 本邦研修 

氏名 期間 研修分野と受け入れ先 

Mr. Ton That Minh 
（プロジェクトマネ

ージャー2011.8 迄） 

2010 年 11 月 14 日から

12 月 4 日まで 
（3 週間） 

SATOYAMA イニシアティブ：天然資源の持

続的な管理を通じた生物多様性保全と村落

開発/自然環境研究センター（JWRC） 

Ms. Vu Hanh Dung 
（EFLO WG） 

2010 年 11 月 28 日から

12 月 20 日まで 
（3 週間） 

ベトナムの道の駅のためのコミュニティ能

力と村落開発機能の強化/名古屋大学 

Mr. Ton Thien An 
（EFLO WG） 

2011 年 8 月 9 日から 9
月 23 日まで 
（1.5 カ月） 

地域農家の参加を通じた総合農業・村落開

発/筑波国際センター 

Mr. Le Van Huong 
〈プロジェクトダイ

レクター〉 

2011 年 10 月 20 日から

11 月 4 日まで 
（2 週間） 

エコツーリズム/日本エコツーリズム協会 

Mr. Nguyen Luong 
Minh 
〔プロジェクトセク

レタリー/エコツーリ

ズム・環境教育センタ

ー（CEEE）長）〕 

2011 年 10 月 20 日から

11 月 12 日まで 
（0.8 カ月） 

エコツーリズム/日本エコツーリズム協会 

Mr. Tran Nhat Tien 
（CBET WG） 

2011 年 10 月 20 日から

11 月 12 日まで 
（0.8 カ月） 

エコツーリズム/日本エコツーリズム協会 

Mr. K' Vang 
（CBET WG） 

2011 年 10 月 20 日から

11 月 12 日まで 
（0.8 カ月） 

エコツーリズム/日本エコツーリズム協会 
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(3)  資機材供与 

これまでに総額 15 万 3,424 米ドル（円貨換算およそ 1,200 万円、USD1.0=JPY78.0 として換

算）相当の資機材がベトナム側に供与された。主要な資機材は表３に示すとおりである。  
 

表３ 資機材供与 （*） 

（*）2 万円以上の項目のみ。 

 
(4)  現地業務費負担 

2011 年 11 月の時点で、日本側が負担した現地業務費の合計は約 40 万 7,890 米ドル（円貨

換算およそ 3,180 万円｡USD1.0=JPY78.0 として換算）である。 

 
表４ Local Expenditure 

 Item 2009 年度  
（2010.1‐3） 

2010 年度

（2010.4‐
2011.3） 

2011 年度 
（2011.4‐
2011.11） 

合計 

1 一般 $21,422.26 $111,830.77 $17,922.8 $151,175.8
2 旅費 $363.02 $27,176.14 $4,310.5 $31,849.7
3 人件費 $4,093.52 $40,085.83 $41,919.3 $86,098.6
4 会議費 $1,419.22 $1,077.08 $0.00 $2,496.3

5 ローカルコンサル

タント2  
$0.00 $104,614.28 $26,568.6 $131,182.9

6 建設費 $0.00 $3,464.05 $1,621.4 $5,085.5
 合計 $27,298.02 $288,248.15 $92,342.6 $407,888.7
 

 

                                                        
2 1 名の国際コンサルタント（CBET）を含む。 

 項目 数量 2009 年度 
（2010.1-2010.3） 

2010 年度 
（2010.4-2011.3） 合計 

1 車両 2  $88,980.0 $88,980
2 オートバイ 4  $3,778.0 $3,778
3 ラップトップ PC 17 $6,545.9 $5,538.0 $12,084
4 デスクトップ PC 5 $591.7 $2,322.2 $2,914
5 デジタルカメラ 15 $1,724.0 $2,924.7 $4,649
6 デジタルビデオ 2 $1,824.7 $0.0 $1,825
7 プロジェクター 2  $2,878.2 $2,878
8 GPS 16 $1,780.3 $5,383.2 $7,163
9 複写機 3 $5,476.9 $265.9 $5,743

10 TV（フラットスクリーン） 1  $1,320.0 $1,320
11 双眼鏡 2  $1,826.3 $1,826
12 金庫 1 $282.0 $0.0 $282
13 草刈り機 40  $10,286.0 $10,286
14 噴霧器 32  $9,696.0 $9,696
 合計 $18,225.5 $135,198.5 $153,424
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３－１－２ ベトナム側 

(1) ベトナム側 C/P 及び WG メンバー配置（添付資料 4） 

2010 年 4 月に、最初のベトナム側メンバー12 名がプロジェクトに配置された。C/P スタ

ッフ 4 名と、CBET 及び EFLO コンポーネントにそれぞれ 4 名ずつであった。この人数は、

中間レビュー時には、人数は、C/P スタッフが 6 名、CBET コンポーネントの WG6 名、EFLO

コンポーネントの WG 7 名の合計 19 名と増加した。  
 

表５ ベトナム側 C/P 及び WG メンバー 

       

時期   2010 年 4 月 2011 年 11 月 

C/P スタッフ 4 6 
CBETWG 4 6 
EFLOWG 4 7 
合計 12 19 

 
(2) 土地、建物、設備  
執務室、建物、施設 

専門家とプロジェクトスタッフの執務室としてラムドン省、ダラット市内の公園管理事務

所の 2 階に、広さ 15m2 と 13m2 の 2 部屋が提供されているが、やや手狭である。公園管理事

務所は、2012 年 4 月に、ダニム・コミューンの新庁舎に移動することになっているため、プ

ロジェクトの専門家とスタッフの執務スペースは、ダラットの現事務所の建物内で確保しや

すくなるとみられる。 

執務室内の什器備品（机、椅子、書架等）はベトナム側が提供したものである。 

 

(3) プロジェクト運営費（C/P ファンド） 

ベトナム側がこれまでに執行した、あるいは執行予定の C/P ファンドは表６に示すとおり

である。 

表６ C/P ファンド 

年度 金額 （VND） 

2010 （2010.1-12） 695,122,000 
2011 （2011.1-12）  1,799,751,910 

合計 2,494,873,910 

25 億 VND は円貨換算にして、およそ 930 万円である。（JPY1.0 = VND 270）. 

 

プロジェクトダイレクターによれば、C/P ファンドは、終了時の 2013 年 2 月まで、合計

39 億 2,700 万 VND（円貨換算およそ 1,460 万円）が既に予算枠として承認されている。また、

ビジターセンターへのアクセス道路の建設費用、約 8,000 万円が来年度の予算として既に確

保されているとのことであった。 

 

３－２ 主な活動の進捗  

活動の達成状況は、添付資料 5 にとりまとめたとおりである。 
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３－３ アウトプットの達成状況 

プロジェクト期間前半のアウトプットの達成状況は、以下のとおりである。 

 

アウトプット1: プロジェクトで導入する2つのコンポーネント（CBETとEFLO）を運営する実施

体制が構築される。 

 

指標: 1-1） WGがプロジェクト開始3カ月以内に組織される。 

CBET と EFLO の WG は、プロジェクト開始 3 カ月後の 2010 年 3 月に組織された。初期のメ

ンバーとして、8 名が任命された。内訳は BNBNPMB から 4 名、文化・スポーツ・観光局から

2 名、郡 PAEC から 1 名、DARD の森林部門から 1 名であった。 

 

指標: 1-2） WG メンバーの能力がプロジェクトによる一連の研修で強化される。 

WG メンバーの能力強化は、徐々にではあるが、さまざまな研修や、計画策定と実施への参

加によって、着実に進められている。  

表７と表８に示す能力評価は、CBET と EFLO に必要な基本的な能力について、日本人専門

家の観察を基に、活動に常時参加しているメンバーを対象にして、5 段階で評価したものの平

均値である。 

表７ CBET WG メンバーの能力の向上度合い 

グレード
 
必用な能力 

2010 年 5 月の 
平均値 

2011 年 11 月の 
平均値 

1. コミュニケーション能力 2.3 3.3 

2. エコツアーガイド 2.2 3.0 

3. 環境解釈 2.3 3.3 

4. 応急手当 2.0 3.0 

5. 地図と GPS 3.5 3.8 

6. 英会話能力 2.3 4.3 
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表８ EFLO WG メンバーの能力の向上度合い 

グレード
 
必用な能力 

2010 年 5 月の 
平均値 

2011 年 11 月の 
平均値 

1. 情報収集と分析・評価 2.8 3.9 

2. 栽培システム実習〈栽培と畜産〉 3.0 3.9 

3. EFLO の理解と現場での観察力、地域特

有の状況の理解 3.0 3.9 

4. コミュニケーションスキルとファシリ

テーション 2.8 3.6 

5. 研修実施計画と管理能力 2.9 3.6 

6. チームワークと調整能力 2.9 4.0 

7. 意欲、コミュニティ文化への理解と対

応 3.0 3.8 

*：評価基準は以下のとおり。 
1. コンセプトの理解、実践経験とも限られている。 
2. コンセプトの理解はあるが、実践経験が不足している。 
3. 関連の活動が支援を受けて実施できる。 
4. 関連の活動が支援を受けずに行える。 
5. 関連の活動が自信をもって、また、自分のスタイルで実施できる。 

 

聞き取り調査によれば、WG グループの中には、自らの部署の業務との両立が難しく、プロ

ジェクトの活動に常時参加することが出来ないメンバーもいる。  

研修の他には、表９に示すように視察旅行が実施された。参加者は、エコツーリズムに関す

る知識を得たこと、また、視野を広げるのに役立ったことを評価している。 
 

表９ 視察旅行 

行き先 実施時期 

CAT TIEN 国立公園（DONG NAI 省） 2010 年 5 月 10 日～11 日 

GUNUNG HALIMUN SALAK 国立公園 
（インドネシア 西ジャワ州） 
Gunung Gede Pangrango 国立公園（インドネシア 西
ジャワ州 ） 
CFET（Centre for Forestry Education and Training） 

2010 年 7 月 18 日～26 日 
 

YOK DON 国立公園（DAK LAK 省） 2010 年 10 月 25 日～27 日 
 

BACH MA 国立公園（THUA THIEN-HUE 省）  2011 年 1 月 4 日～5 日 
PHONG NHA-KE BANG 国立公園（QUANG BINH
省）  

2011 年 1 月 6 日～8 日 
 

SAPA and HOANG LIEN国立公園（LAO CAI省） 

MAI CHAU国立公園（HOA BINH省）  2011 年 2 月 12 日～17 日 
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アウトプット 2: 公園の自然資源管理に関わる原則及び基本的なルールが、対象村落住民と

BNBNPMB との間で合意される。 
 
指標: 2-1） 対象村落の基本情報（現状のリソースマップを含む）が参加型手法で収集されプ

ロジェクト開始から9カ月以内にとりまとめられる。 

対象村落のベースライン調査（Base Line Survey：BLS）が 2010 年 4 月から実施され、村落の

実態が明らかとなった。 

その結果は、プロジェクト開始半年後の同年 7 月に報告書としてとりまとめられた。  

また、農業ベース/非農業ベースの生計、森林資源管理、国立公園内の土地利用状況などにつ

いての状況をより正確に把握するために、参加型農村調査法（Participatory Rural Appraisal：PRA） 

による対象村落の調査がノンラム大学によって 2010 年 8 月に実施された。ダニム・コミュー

ンについては、調査結果のサマリーが 2010 年 11 月〈プロジェクト開始後 10 カ月〉に提出され

たが、対象村落での結果も含めた最終報告書のとりまとめは、2011 年 2 月となった。 

 

指標: 2-2） 公園内における自然資源利用の原則と規則がプロジェクト開始後 15 カ月以内に、

参加型で定められる。 

プロジェクト開始後 14 カ月目となる 2011 年 3 月、対象の 5 村落の住民が、プロジェクトの

支援を受けつつ、それぞれの村落の規則を策定し、郡の人民委員会に提出した。  

郡の人民委員会は、貧困層が現金を得る窮余の策として頼る可能性がある土地取引を規制す

ることについて、村落規則で規制することは適切でないとし、再考するようコメントし、差し

戻した。規則は修正され、2011 年 10 月、承認機関であるコミューンの人民委員会に提出され、

2011 年 11 月に承認されるに至った。  

村落規則は、総論、住民の権利、住民の義務、村落規則管理チーム、実施組織の 5 つの章か

ら成る。 

 

アウトプット3: A trial run of community-based ecotourism（CBET）is carried out at the selected sites.

（和訳）選択したサイトでCBETが試行される。 

 

指標: 3-1） CBETの選択地での実施計画がプロジェクト開始後16カ月以内に策定される。  

CBET の実施計画は、プロジェクトのコンサルタントによって 2011 年 5 月に策定され（プロ

ジェクト開始後 17 カ月）、6 月に報告書としてとりまとめられた。また、インフラストラクチ

ャー整備計画についても、同年 6 月に策定された。CBET の実施計画の説明会が、コミュニテ

ィの代表者を招いて、2011 年 7 月に実施された。 

CBET 実施計画は、予定より若干遅れたが、その理由としては、ベトナムにおいては、住民

主導のエコツーリズムがいまだ揺籃期にあり、明確なコンセプトの共有が難しかったこと、ま

た、適切なローカルコンサルタントの人材が確保できなかったことである。代替案として、2010

年 9 月、プロジェクトは国際コンサルタントを雇用し、実施計画の策定業務を進め、同時にロ

ーカルコンサルタントも雇用して、業務の進捗を図ったが、遅れを挽回するまでには至らなか

った。  
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 CBET の実施計画には、今の段階では、マーケティング戦略や、モニタリングシステムの考

察などは含まれていない。しかし、日本人専門家によれば、これらの要素は、CBET の試験的

実施が開始される頃には計画に組み込まれる予定である。 

また、2011 年 6 月に環境影響評価（Environmental Impact Assessment：EIA）報告書がとりま

とめられ、天然資源環境省に提出されており、承認を待っている。 

 

指標: 3-2） BNBNPMBと森林保護の契約を結んでいる世帯の10 %以上がCBETに参加する。 

プロジェクトは、活動が開始されてから 2 年弱である。 また、参加型で活動を行っている

こともあり、限られた人数の村人に対して活動を行っているのが現状である。一方、森林保護

活動は、対象村落の半数近くの世帯が BNBNMPBM と契約を結んでいるため、現状では、CBET

の活動に正式に参加している世帯は 4%（266 世帯中 10 世帯）程度である。10 世帯の活動内容

はツアーガイドである。その他、これまでに、5 村落の全 680 世帯のうち、35 世帯が、見学旅

行、ツアーガイド研修、トレイル改修工事などに携わっている。 

 

指標: 3-3） CBETモデルの試験的実施のための組織とインフラストラクチャーの整備が、プロ

ジェクト開始後、それぞれ18カ月以内、28カ月以内になされる。 

インフラストラクチャー面での整備は、ビジターセンターの建物、トレイル等の工事が進め

られており、一部は完了している。  

組織面での整備は、2011 年 4 月に BNBNPMB 内に CEEE が設立され、CBET コンポーネント

実施の中核として機能することが期待されている。  

また、CBET 活動に参加する予定の住民に対する研修が進められてきている。  

また、ダラット市内に拠点を置く、旅行業者との交渉が開始されており、中間レビューの時

点で、11 者との業務協定が結ばれている。  

ビジターセンターとエコツーリズムの実施と管理に関するマニュアル（入園料金など諸規則

を含む）が準備されており、2011 年 12 月中旬には完成される予定である。  

 

アウトプット 4: 対象住民グループに受け入れられるEFLOが開発され、村落内で普及される準

備が整う。 

 

指標: 4-1） 住民グループの70 %以上のメンバーがEFLOを受け入れる見込みが立つ。 

EFLO コンポーネントでは、農産物の生産を向上する技術研修の他に、環境保全型の栽培方

法、例えば、有機肥料の生産方法、毒性の低い殺虫剤の導入、残留農薬の削減等に力を入れて

いる。また、篤農家だけでなく、平均､あるいは貧困総の農家も参加している。 

現在の所、コミュニティメンバーの 128 名が、さまざまな活動に参加している。活動は、指

導者研修（Training of Trainers：TOT）（指導者要請）、FFS、農民から農民への普及（Farmer to Farmer 

Extension：FF）、実践重視の普及（Practice Based Extension：PBE）などである。 
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表１０ FLO 活動への参加（2011 年 11 月） 

TOT FFS FF  PBE 安全な野菜 
栽培 合計 

19 27 57 20 5 128 

 
中間レビュー時に、プロジェクトが行った 98 名を対象とした調査では、およそ 60％のコミ

ュニティメンバーが、EFLO の活動で学んだ栽培技術を自分たちの農地で実践しているという

結果であった。 
合同レビューチームとしては、これらの結果から、EFLO活動に参加しているコミュニティの

住民は、活動の内容に満足し、受け入れているものと考える。  

 

指標: 4-2） 試験的実施の評価から教訓と提言が導かれ、関係者に共有される。 

試験的実施の評価は、プロジェクト期間の後半で行われる予定である。 

 

指標: 4-3） 生計手段を村落内とほかの村落に普及・促進する計画が策定される。 

普及・促進計画は、プロジェクトの後半で策定される予定である。 

 

アウトプット5: 住民グループがプロジェクトで導入したCBETとEFLOを継続するために対応

すべき課題と必要な活動が明らかとなる。アウトプット5の達成状況は、プロジェクト期間の

後半で行われる予定である。 

 

３－４ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標: BNBNPMB の国立公園における自然資源管理能力が対象村落での協働管理

モデルの開発を通じて強化される。 

 

指標：1） 対象住民グループと BNBNPMB の間で協働の合意がなされ、国立公園内の一部にお

ける自然資源管理の協定の草案がプロジェクト終了までに作成される。 

対象住民グループと BNBNPMB 間の、国立公園内の一部における自然資源管理の協定の草案

は、2011 年 11 月現在、まだ策定されていない。 

しかし、村落規則の作成や、CBET、EFLO コンポーネントでの活動を通じて、BNBNPMB と

対象村落の住民との間に、信頼関係が構築されつつある。したがって、中間レビューの時点で

は、協定草案の策定の基礎が築かれつつある段階であると考える。  

 

指標：2） プロジェクト終了までに、対象住民グループと BNBNPMB が国立公園内の一部にお

ける自然資源管理を協働で行うために必要な州政府文書（省令、ガイドライン、計画等）の草

案が作成される。 

対象住民グループと BNBNPMB が国立公園内の一部における自然資源管理を協働で行うた

めに必要な州政府文書（省令、ガイドライン、計画等）の草案は、現時点では策定されていな

い。 
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指標：3） プロジェクト活動に携わる BNBNP スタッフの 70%以上が自然資源の協働管理モデ

ルの実施方法を理解している。 

プロジェクト活動は、開始されてから、まだ、2 年弱である。EFLO コンポーネントの活動が

開始されてからは、1 年未満、CBET の試行実施は、今年度末から開始される予定であり、村

落規則の執行についても、今後開始される状況である。したがって、BNBNPMB スタッフは、

協働管理モデルの実施経験を欠いており、日本人専門家の観察を基に作成した表１１に示すと

おり、BNBNPMB スタッフの協働管理モデルの実施方法の理解度は低い。  

 

表１１ 協働管理モデルの理解 

2010 年 5 月の理解度の平均値（*） 2011 年 11 月の理解度の平均値 

1.9 2.5 

（*）評価基準は以下のとおり 
① コンセプトの理解、実践経験とも限られている。 
② コンセプトの理解はあるが、実践経験が不足している。 
③ 関連の活動が支援を受けて実施できる。 
④ 関連の活動が支援を受けずに行える。 
⑤ 関連の活動が自信をもって、また、自分のスタイルで実施できる。 
 
しかし、BNBNPMB スタッフと WG メンバーは、プロジェクト開始時期に比べて､協働管理モ

デルの理解度を向上させており､プロジェクトの後半では、実戦経験を通じて､理解度を高めてい

くことが期待できる。  
  

－ 15 －



 

 
 

第４章 レビュー結果 
 

合同中間レビューチームは、評価 5 項目、すなわち、妥当性、有効性、効率性、インパクト、

自立発展性の視点から、レビューの結果をとりまとめた。これらの項目の評価を、高い、中程度、

低い、の 3 段階で行った結果を以下に示す。 

 

４－１ 妥当性 

プロジェクトの妥当性は、以下の理由により高いと判断する。  

 

４－１－１ 地域住民のニーズとの整合性 

ベトナムでは、1989 年頃よりドイモイ3の成果が上がり始め、1995 年から 1996 年には 9％台

の高い経済成長を続けた。1997 年からは、アジア経済危機の影響を受け、成長率が低下したも

のの、2000 年代に入り、海外直接投資も順調に増加し、2000 年から 2010 年の平均経済成長率

は 7.26％と高成長を達成している。 

一方、ベトナムでは、人口の 3 分の 1 にあたる 2,500 万人が、山岳地域や農村に暮らしてい

るが、その多くは、経済発展に取り残され、自給自足的な農業と森林資源の利用で糊口をしの

いでいる。 

山岳地域の多くの世帯では、森林への依存度が高く、森林からの収穫、消費、非木材林産物

（Non-Timber Forest Products：NTFP）の販売は、生計のセーフティネットと位置づけられる。

人口密度の少ない地域ではあるものの、山岳地域という地形的特性及び増大する人口から、一

世帯辺りの耕地面積は減少傾向にあることからも、今後の持続的な地域振興のためには、より

効率的で付加価値のある農地と森林資源の活用が求められている。 

このような状況のなか、BNBNPMB を含めたベトナムの国立公園は、商業、あるいはインフ

ラストラクチャー整備のための開発圧力に加え、住民が貧困を原因として引き起こす、耕作地

の拡大、樹木の伐採、動植物の狩猟と採集などによる公園周辺の森林地域への侵入という問題

に直面している。また、BNBNP の周辺と内部では、農薬の使用と､生活排水のために、水系の

汚染が進んでいるが、その原因の 1 つとして、地域住民の環境に対する意識の低さが挙げられ

る。 

プロジェクトは、コミュニティの生計向上を、環境に配慮した手段を用いて達成することで、

公園の自然資源を保全し、コミュニティ住民と協働して自然資源を管理するメカニズムを作り

あげることを目指すものであることから、BNBNP と地域住民、双方のニーズに合致している。 

 

４－１－２ ベトナム国政府の政策との整合性 

ベトナム政府は、生物多様性保全のための政策を進めてきており、2004 年の森林保護・開発

法、2005 年の環境保護法、2009 年の生物多様性保全法などが制定・施行されている。 

森林保護・開発法では、村落レベルの地域コミュニティが森林の保全に果たす役割が強調さ

れている。2010 年に定められた特別利用林組織と管理に関する法令（Decision 117）の条項 34

では、特別利用林の管理事務所がバッファーゾーンの住民を組織し、森林保護、保全、森林と

                                                        
3 1986 年の第 6 回党大会にて採択され市場経済システムの導入と対外開放化を柱とした刷新路線 
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自然資源の合理的な利用等の諸活動に加えて、エコツーリズム活動にも参加するように導くこ

とと記述されている。  

上に述べた条項に加え、ベトナムにおける保護地域の管理戦略（2010 年）では、保護地域の

管理者の能力強化と、コミュニティの参加の促進が、緊急の優先事項として位置づけられてい

る。さらに、現在作成中の 2020 年までの保護地域に関する後継戦略も、方向性を 1 つにする

ものである。 

これらの法律、規定などを踏まえ、プロジェクトの目標、上位目標はベトナム国の政策と高

い整合性を持っていると判断する。 

 

４－１－３ 日本政府の政策との整合性 

2009 年 7 月に改訂された「対ベトナム国別援助計画」で、わが国政府は、8,000 万人の人口

を有し、経済発展の潜在的可能性が高い同国のメコン地域発展の牽引役としての重要性に言及

し、援助の 4 つの柱として、経済成長促進・国際競争力の強化、社会･生活面の向上と格差是

正、環境保全、ガバナンスの強化を謳っており、援助の 4 つの柱として、以下を挙げている。  

 

① 経済成長促進･国際競争力の強化 

② 社会･生活面の向上と格差是正 

③ 環境保全 

④ ガバナンスの強化 

 

これらの柱の中で、③の環境保全では、具体的な重点分野として、環境保全のために、森林

地域における住民の生活向上、森林保全･違法伐採対策を含む持続可能な森林経営への支援、

また、森林面積（量）と質（炭素蓄積･生物多様性）の向上への支援を表明している。 

ベトナム政府の体制（地方分権化の進展）や森林地の利用を取り巻く課題を踏まえて中央政

府から住民に至るまでを支援対象とし、住民参加、生物多様性に基づく、持続的に利用可能で

包括的な自然資源管理を行うとしている。 

 

４－１－４ JICA の戦略との整合性 

JICA は、2010 年 3 月、ベトナムに対する協力の戦略として「森林と自然保護に関する協力

プログラム」を策定し、同プログラムの 5 つの柱として以下を挙げている。 

① 政策支援 

② 持続的森林管理 

③ 森林管理と生計向上の両立の実現 

④ 生物多様性保全 

⑤ 気候変動 

 

４－２ 有効性 （プロジェクト目標達成度の見込み） 

有効性 （プロジェクト目標達成度の見込み）は、アウトプットの達成状況（３－３）とプロ

ジェクト目標の達成状況（３－４）から、高い〜中程度と判断する。  
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３－３で述べたように、プロジェクトの研修に常時参加していた WG メンバーは、着実に能力

を向上させつつある。これらのメンバーの日常の仕事への取り組みの姿勢から、プロジェクトの

後半においても更なる能力の向上が期待できる。  

また、３－４で述べたように、協働管理モデルの実施能力については、プロジェクト活動に参

加している BNBNPMB スタッフは、現段階では、協働管理モデルを住民と共に実施するだけの能

力は備えていないと判断される。しかし、これは、主に経験の不足からくるものであり、プロジ

ェクト後半に、CBET の試験的実施や、村落規則の執行が開始され、経験を積むとともに能力が

向上していくと考えられる。 

指標 1 における、対象住民グループと BNBNPMB 間の、国立公園内の一部における自然資源管

理の協定の草案は、2011 年 11 月現在、まだ策定されていない。また、指標 2 で求められる州政

府の公式文書の草案の作成については、草案で扱う中身と手続きに要する時間などのファクター

が不明確であるため判断が難しい。 

プロジェクトの進捗は、村落規則の作成や、CBET、EFLO コンポーネントでの活動を通じて、

BNBNPMB と対象村落の住民との間に、信頼関係が構築されつつあり、協定や、州レベルの公式

文書草案作成のための基礎が築かれつつある段階にあると考える。  

また、協働管理モデルのツールである CBET と EFLO の形がある程度できあがり、住民達の注

目度が高まっている。  

これらのことから、プロジェクト目標：「BNBNPMB の国立公園における自然資源管理能力が

対象村落での協働管理モデルの開発を通じて強化される。」は、プロジェクト期間の終了時まで

には、満足できる水準で達成されるものと判断する。 

 

４－３ 効率性 

中間レビュー時点でのプロジェクトの効率性は、投入の達成状況（３－１）とアウトプットの

達成状況（３－３）との比較から、高い〜中程度と判断する。 

 

４－３－１ 投入実績の要約 

全体として、日本側もベトナム側も、妥当な投入を行ってきた。  

日本側については、投入の組み合わせ、すなわち、専門家による技術移転、本邦研修や見学

旅行などの研修活動、供与資機材、ローカルコスト負担が、ベトナム側プロジェクト関係者の

能力の向上に寄与した。しかし、CBET について、そのコンセプトの明確化の難しさとともに、

当該分野のコンサルタントの調達が困難であったことから、結果として CBET 関連活動進捗の

遅れを招いた。 

ベトナム側は、19 名のスタッフを配置し（C/P と WG メンバー）、C/P ファンドの確保、プロ

ジェクト活動に必用な執務室などを提供しており、投入は妥当なものであった。  

 

４－３－２ アウトプットの達成状況の要約 

アウトプット 1 は計画通り達成された。CBET と EFLO の 2 つのコンポーネントの実施体制

が、2010 年 4 月の C/P スタッフ、WG メンバーの配置によって構築された。WG メンバーの人

数は、初期の 8 名から、現状 13 名と増加した。  
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アウトプット 2 も、同様に、ほぼ計画通り達成された。公園内における自然資源の管理に関

する基本的なルールが、5 つの対象村落の住民によって 2011 年 3 月に策定され、同年 11 月に

コミューンの人民委員会に承認された。プロジェクトはこの活動を一貫して支援した。  

アウトプット 3 は、対照的に、PO から若干の遅れがあった。遅れは、CBET のコンセプトの

明確化が難しく共有に時間がかかったこと、また、CBET の揺籃期にあるベトナムにおいては、

国内で専門的な経験を有するコンサルタントの人材が不足しており、雇用がかなわなかったこ

となどの理由から生じた。  

アウトプット 4 については、BLS と PRA 調査、住民との対話によって、環境保全型の生計

向上手段が絞り込まれ、選択され、住民を対象とする環境保全型の生計向上手段に関する研修

が行われてきた。  

聞き取り調査の数自体は、必ずしも十分ではないが、EFLO 研修の参加者は、研修の内容に

概ね満足していると考えられる。また、来年からは、畜産などの新しい活動も組み込まれる予

定である。したがって、住民が受け入れる環境保全型の生計向上手段が開発され、プロジェク

トの後半における、他コミュニティへの普及の準備が基本的に整ったと判断する。 

アウトプット 5 については、中間レビューの時点では関連する活動が開始されていないため、

達成状況の確認は行っていない。 

 

４－４ インパクト（見込み） 

中間レビューの時点では、通常、インパクトの判断には時期尚早であるが、以下に、想定され

るインパクトの概要を述べる。上位目標の達成見込みは、想定されるインパクトの 1 つとして扱

う。 

 

４－４－１ 上位目標の達成状況（見込み） 

上位目標：BNBNPMB が、対象村落の住民と協働して、国立公園の一部の自然資源管理を行

う能力を身につけている。 

指標 1）：プロジェクト終了後 3 年以内に、対象住民ｸﾞﾙｰﾌﾟと BNBNPMB の間で、国立公

園内の一部における自然資源管理の協定が結ばれる。 

 

これまでにも述べたように、村落規則の作成や、CBET、EFLO コンポーネントでの活動を

通じて、BNBNPMB と対象村落の住民との間に、信頼関係が構築されつつあり、中間レビュ

ーの時点では、協定草案の策定の基礎が築かれつつある段階であると考える。したがって、

今後、対象住民グループと BNBNPMB の間で、国立公園内の一部における自然資源管理の協

定が結ばれる可能性は十分にあると思われるが、事務手続きに要する時間が懸念されるため、

プロジェク終了後 3 年以内に協定が結ばれるかどうかは判断が難しい。 

 

指標 2）: プロジェクト終了後 3 年以内に、対象住民ｸﾞﾙｰﾌﾟと BNBNPMB が国立公園内の一

部における自然資源管理を協働で行うために必要な州政府文書（省令、ガイドライン、計画

等）が州人民委員会で承認される。 
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国立公園の自然資源を緩衝地域（バッファーゾーン）の住民と協働で管理することは、ベ

トナムの国立公園管理政策の重要事項として位置づけられている。したがって、プロジェク

トが協働管理モデルの有効性を示すことが出来れば、自然資源管理を協働で行うために必要

な州政府文書（省令、ガイドライン、計画等）が州人民委員会で承認される可能性は十分に

あると見込まれる。しかし、前述したように、事務手続き等の時間的ファクターは不明であ

り、プロジェクト終了後 3 年に以内に人民委員会の承認を得られるかどうかについては判断

が難しい。 

 

指標 3）: 対象村落がプロジェクトによって導入された活動を継続している。 

対象村落の住民は、プロジェクトで導入した諸活動が、自分たちの利益につながることを

認識すれば、それを継続していくと考えられる。CBETについていえば、住民に試験的実施

を通じて成功事例を見せ、より多くの住民の関心を集めることが必要となる。 現在、CBET

活動への参加の契約が、旅行業者11社となされていることは、CBETの商業的な成功の条件と

して、望ましい方向に向かいつつあると判断できる。さらに、CBETによって得られる見込

みの利益配分の仕組みづくりが、活動の継続には必要である。  

EFLOに関しては、現在までに5カ村、合計128名の住民が、TOT、FFS、FF、PBEや安全な

野菜作りなどの活動に参加している。 参加者の60％が、活動で学んだ栽培技術を自分の圃場

で実践している。今後の推移を見守る必用があるものの、現時点では、定着の度合いは妥当

な水準であり、村の住民はEFLO活動の有効性を認識していると思われる。  

しかし、同コンポーネントについては、プロジェクト活動終了後の活動の継続のための予

算措置と人的リソースの確保に懸念が残る。農業生産の向上による生計の向上は、本来

BNBNPMBの活動ではないため、州、あるいは郡のPAECとの連携の強化がプロジェクト活動

の継続に重要な意味を持つこととなる。 

 

４－４－２ 地域住民へのインパクト 

生態系サービスへの支払い（Payment for Ecosystem Services：PES）、森林生態系サービスに対

する支払い（Payment for Forest Environment Services：PFES）、500 万 ha 国家造林計画（661 プ

ログラム）4などとの相乗効果で、プロジェクトは住民の生計向上に寄与することが考えられる。

その結果、公園周辺の住民の森林資源への依存の度合いが減少し、開発圧力の低下、森林資源

の乱用の抑止につながることが期待される。 

 

４－４－３ 公園管理政策へのインパクト 

CBETコンポーネントについては、今後の試行的実施を経て、モデル化がなされるため、実

施の体制整備と、コミュニティ住民の参加促進のために、まだ当面はプロジェクトの支援が必

要である。しかし、CBET自然資源の適切な利用と周辺住民の生計向上を同時に実現する手段

であり、プロジェクトの結果が良好であれば､住民主体のエコツーリズムのベトナムにおける

標準モデルとして、生物多様性の保護、森林資源の保全にのみ重点を置いてきたベトナムの公

園管理政策にインパクトを与えることが期待される。 

                                                        
4 Five-Million Hectare Reforestation Programme（the "661 Programme"）：5MHRP 
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４－４－４ 組織面のインパクト 

CEEEが2011年4月に設立され、BNBNPMB内でエコツーリズムと環境教育を実施する中核の

組織として機能することが期待されている。プロジェクトダイレクターによれば、同センター

の設立は、プロジェクト開始前には計画されておらず、BNBNPMBがプロジェクト活動（CBET）

に参加するなかで、着想され、設立に至った経緯がある。これは、プロジェクト活動がBNBNPMB

の組織に及ぼしたインパクトとして高く評価できる。  

EFLO活動においては、従来、座学を中心にして普及活動を行っていた州のPAECと郡の農業

センターが、プロジェクトと連携してFFS、FF、PBE等さまざまな研修活動を行う過程で、農

民との対話を重視し、実践を重んじた普及スタイルに変わっていくことが期待される。 

 

４－５ 自立発展性 

４－５－１ 組織面 

エコツーリズム実施の中核として機能することが期待される CEEE の設置は、組織面でのプ

ロジェクトの自立発展性を高めた要素の 1 つであるが、BNBNPMB がエコツーリズムのマスタ

ープランを策定することで、CBET の継続性はより高まる。 

EFLO については、DARD と流域管理事務所との一層の連携と調整が必要である。 

 

４－５－２ 財政面 

ベトナムの財政は緊縮の傾向にあるが、プロジェクトの活動内容が、森林政策と高い整合性

を持っていることから、予算措置については比較的有利な環境にあると思われる。  
CBET コンポーネントについては、民間セクター（旅行業者）との連携を通じて、活動の財

政的な基盤が安定し、自立発展性が保たれるであろう。  
一方、EFLO コンポーネントについては、今後の活動の財政的な裏付けが確保できるかどう

かの懸念が残る。この意味で、DARD 下の州 PAEC、郡 PAEC との連携と調整が必須である。 

 

４－５－３ 技術面 

WG のメンバーは、プロジェクト活動への参加（計画策定と実施、さまざまな研修）を通じ

て日本人専門家を中心としたプロジェクトスタッフに技術移転を受け、着実に能力を強化しつ

つある。  

現状では、経験不足から CBET と EFLO 活動を独力で実施できるメンバーは、まだほとんど

居ないが、勤務態度は総じて勤勉であり、意欲も高いことから、今後の更なる能力向上が期待

できる。 

その結果、今後は WG メンバー同士での、あるいは BNBNPMB スタッフや関連組織への技術

移転が行われ、お互いの能力が高まっていくことが期待される。 
以上のレビュー結果を、表１２にとりまとめた。 
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表１２ 評価 5 項目によるレビュー結果 

項目 レビュー結果 主な理由 

妥当性 高い （+） ベトナム、日本国両政府の政策との整合性 
（+） 地域住民のニーズとの整合性 

有効性 高い〜中程度 （+） WG メンバーと BNBNPMB スタッフの能力の向上

（–） CBET コンポーネントの遅れ 

効率性 高い〜中程度 （+） 投入実績の適切さ 
（–） CBET コンサルタントの雇用の遅れ 

イ ン パ ク ト

（Prospect） 
正のインパクト

が期待される。 
- 正のインパクトの発現見込み 
- 負のインパクトは今の所想定されない 

自立発展性 
（Prospect） 

 
中程度 
 

（+）ベトナム政府の政策との高い整合性 
（+）WG メンバーと BNBNPMB スタッフの能力の向上

（–）組織間連携、土地・農業政策との調整 
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第５章 結論 
 

プロジェクトが開始された 2010 年 1 月から、現在まで 1 年 10 カ月の間、ベトナム、日本双

方のプロジェクト関係者は、BNBNP における自然資源を、対象 5 カ村の住民と協働で管理す

るモデルを構築するという目標に向かって努力を重ねてきた。  

BNBNPMB を初めとし、ラムドン省政府関連機関のスタッフは、さまざまな研修、計画策定

と実施への参画を通じて、日本人専門家からの指導を受け、BNBNP の自然資源管理の協働管

理に必要な知識とスキルを身につけつつある。しかし、独力で協働管理を行うまでの水準には

至っておらず、これからの更なる能力の強化が必要であり、プロジェクト期間の後半における、

より主体的なプロジェクト活動への参加が重要である。  

中間レビューの時点では、自然資源管理を協働で行うために必要な州政府文書（省令、ガイ

ドライン、計画等）の作成はまだ着手されていないが、村落規則の作成や、CBET、EFLO コン

ポーネントでの活動を通じて、BNBNPMB と対象村落の住民との間に、信頼関係が構築されつ

つあり、協定草案準備の基礎が築かれている段階であると考える。  

CBET 関連の活動では、インフラストラクチャー面での整備は、ビジターセンターの建物、

トレイル等、工事が進められており、一部は完了している。組織面では、2011 年 4 月に 

BNBNPMB 内に CEEE が設立され、CBET コンポーネント実施の中核として機能することが期

待されている。また、CBET 活動に参加する予定の住民に対する研修が進められてきている。  

さらに、ダラット市内に拠点を置く、旅行業者との交渉が開始されており、中間レビューの

時点で、11 社との業務協定が結ばれているほか、ビジターセンターとエコツーリズムの実施と

管理に関するマニュアル（入園料金など諸規則を含む）が準備されており、2011 年 12 月中旬

には完成される予定である。  

EFLO コンポーネントでは、農産物の生産を向上する技術研修の他に、環境保全型の栽培方

法、例えば、有機肥料の生産方法、毒性の低い殺虫剤の導入、残留農薬の削減等に力を入れて

いる。また、篤農家だけでなく、平均､あるいは貧困層の農家も参加している。 

現在のところ、コミュニティメンバーの 128 名が、さまざまな活動に参加している。活動は、

TOT（指導者要請）、FFS、FF、PBE などである。 

中間レビュー時に、プロジェクトが行った 98 名を対象とした調査では、およそ 60％のコミ

ュニティメンバーが、EFLO の活動で学んだ栽培技術を自分たちの農地で実践しているという

結果であり、活動が着実に住民に浸透していることが確認出来た。 

これらのことから、プロジェクト前半の達成状況は全体として満足できるものであり、プロ

ジェクト目標「BNBNPMB の国立公園における自然資源管理能力が対象村落での協働管理モデ

ルの開発を通じて強化される。」は、プロジェクト期間の終了時までには、おおむね達成され

るものと判断する。 

しかし、EFLO 活動の継続性などに関する懸念や、関連機関の連携強化など、プロジェクト

の今後の円滑な実施とプロジェクト期間終了後の自立発展性を確実なものとするために、今後、

取り組むべき課題も見いだされた。これらの課題について、合同レビューチームから、関係機

関への提言を、第６章にとりまとめた。 
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第６章 提言 
 

６－１ JCC と省運営委員会（PSC）に対する提言 

６－１－１ PDM の変更 

現行の PDM version 2.0（2011 年 3 月 18 日作成）の修正を次回の JCC において行うことにつ

き、PSC の理解を求める。合同レビューチームは、レビュー結果に基づきプロジェクトに対し

て、PDM の変更を提言し、PDM 改定案（添付資料 6）は、プロジェクトの、より効果的な実

施と目的の達成に寄与すると判断するものである。主な変更点は以下のとおりである。 

 

(1) プロジェクト目標の指標 2：「プロジェクト終了までに、対象住民グループと BNBNPMB

が国立公園内の一部における自然資源管理を協働で行うために必要な州政府文書（省令、

ガイドライン、計画等）の草案が作成される。」は、「村落規則、CBET、EFLO を含む

協働管理活動の継続的な実施のための政策的提言が州政府に対してなされる。」と変更す

る。これに伴い、PDM の活動 5-3 も変更を行う。  

(2) 上位目標の指標 2：「プロジェクト終了後 3 年以内に、対象住民グループと BNBNPMB

が国立公園内の一部における自然資源管理を協働で行うために必要な州政府文書（省令、

ガイドライン、計画等）が州人民委員会で承認される。」 を「対象住民グループと

BNBNPMB が国立公園の自然資源を協働管理するために必要な州政府文書（省令、ガイ

ドライン、計画等）に、プロジェクトの政策提言が反映されている｡」に変更し、上に述

べたプロジェクト目標の指標と整合性を取る。 

(3) アウトプット 2 の指標：「2-2 公園内における自然資源利用の原則と規則がプロジェクト

開始後 15 カ月以内に、参加型で定められる。」を、村落規則の執行を確実にするために、

「2-2 公園内における自然資源利用の原則と規則がプロジェクト開始後 15 カ月以内に、

参加型で定められ、村落規則管理チームが規則の施行に関連する何らかの活動を行って

いる。」と変更する。 

(4) アウトプット3の指標：「3-2 BNBNPMBと森林保護の契約を結んでいる世帯の10 %以上が

CBETに参加する。」を「3-2 対象村落の世帯の 5% 以上がCBETコンポーネントに参加

し、何らかの収入を得ている。」と変更し、更に「3-3 15以上の旅行業者がBNBNPMBと

の間で、CBET活動に参加するための協定書に調印している。」を追加する。これは、森

林保護活動参加者のみがCBETの試行的実施のターゲットグループではないこと、また、

試行的実施にとって旅行業者が重要な位置を占めているからである。 

(5) アウトプット 4 の指標：「4-1 住民グループの 70 % 以上のメンバーが EFLO を受け入れ

る見込みが立つ。」を「4-1 対象 5 カ村の住民グループの 70 % 以上のメンバーが、EFLO

コンポーネントで導入した EFLO のうち、少なくとも 1 つを採用しており、50％以上の

EFLO 活動参加者5が、栽培している作物の生産量の増加、あるいは単価の向上を達成す

る。」と変更する。これは、生計向上手段の受け入れの割合だけでは、生計の向上が判断

できないからである。 

(6) 新たな活動として 1-1-4、2-2-4、2-3、3-4-9、4-3a-5、4-3a-6 及び 4-3a-7 を加え、アウト

                                                        
5 “EFLO 活動参加者”とは、FFS、FF、PBE など、プロジェクトが主催する活動への参加者。 
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プット達成までの過程を明確にする。 

(7) 協働管理を表す用語として co-managementに代えて、collaborative managementを用いて、

住民と協働して行う国立公園における自然資源管理であることを明確に示す。 

 

６－２－２ 「国立公園」の意味について 

PDM における「国立公園」は、公園内とプロジェクトで対象とする緩衝地域（バッファーゾ

ーン）であると解釈する。2008 年 11 月から 12 月にかけて実施された詳細計画策定調査の時点

で、対象村落の候補として想定していた Da Chays コミューンの村落のいくつかは、公園のコア

ゾーンに位置している。しかし、対象村落の絞り込みの過程で、公園内の村落は、ADB の FLITCH

プロジェクトの対象地区であることが判明した。援助の重複を避けるために、これらの村落は

JICA プロジェクトの対象地域から除外した経緯がある。結果として、緩衝地域（バッファーゾ

ーン）にある 5 村落がプロジェクトの対象村落となった。したがって、地域住民による自然資

源管理とは、公園内のコアゾーンだけでなく、緩衝地域（バッファーゾーン）にも当てはまる

ものとする。 

 

６－３－３ 流域管理事務所の EFLO WG への参加 

ダニム･コミューンの流域管理事務所を EFLO の WG に参加させること。 

 

６－２ プロジェクトへの提言 

（1） 協働管理の協定 

協働管理協定合意までの過程と、協定の内容を詰めていく際に、住民の義務のみを求める

のではなく、住民の生活の現状について十分に留意して、BNBNPMB、CPC、郡人民委員会

（District Peoples’ Committee：DPC）の果たすべき責任についても考慮していくことが求めら

れる。 

（2） 村落規則 

対象村落の住民が起案し、2011 年 11 月に対象コミューン/タウンシップ人民委員会に承認

された自然資源管理に関する村落規則の普及の施行。当該の規則について、村人、レンジャ

ー、BNBNPMB 関係者、ダニム･コミューン流域管理事務所関係者の全てが、村人の義務と

利益について理解するように周知徹底すること。規則の現地語訳（コホ語）が有効と考える。

村落規則管理チームの能力強化担当として、WG メンバーを任命すること。 

（3）CBET 

CBET の試行的実施に際し、以下の事項を留意すること。 

1） ビジネスセクター、コミューン、BNBNPMB、その他の関係機関を含むプロジェクトの

関係者間の円滑な連携と、効果的な役割･責任分担によって、さまざまなニーズと関心

（来訪者の満足、住民の利益、ビジネスセクターのビジネスチャンス、公園の資源保護

を、全て満たす win-win の関係を構築する）を的確に調整すること。 

2） CEEE の能力強化を行うこと。同センターは、BNBNPMB 内の、エコツーリズムと環境

教育の運営管理の中核組織である。 

3） EFLO 活動と地域コミューン内のアグロツアー、土産物作りとの連携を模索すること。 
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（4）EFLO 

1） EFLO 活動が、耕作地の拡大抑止の点で、どの程度の効果を持つのかを検証すること。

EFLO 参加世帯について、デジタルマップを用いた土地利用変化と、生産量の変化を追

跡調査すること。 

2） BNBNPMB と州 PAEC、郡農業センターの間の連携の強化を通じて、EFLO 活動の自立

発展性を確保すること。 

3） クレジットへのアクセス、農産物加工、マーケティングなどの手段を通じて、EFLO の

収益性を改善する方法を模索すること。参加者の異なった区分（富裕、平均、貧困層）

に応じた手段を検討すること。食糧不足の影響を受ける人々には、特段の配慮が求めら

れる。 
4） 活動参加者の異なる区分（富裕層、平均、貧困層）別に、コーヒー生産の収量と価格の

両者、あるいは一方についての変化をモニターすること。このデータによって、プロジ

ェクトは EFLO のインパクトを正確に評価することが可能となり、貴重な教訓を導き出

すことが期待される。 

5） 栽培時期を考慮して適切な時期に研修を行い、農民が学んだ技術を時間を空けずに応用

できるように配慮すること。 

（5） ワークショップや現場視察を中央政府と他のドナーのために実施し、関連する政策にプ

ロジェクトの知見が反映されるようにすること。 

（6） プロジェクト終了時までに達成すべき内容の共通理解 

 

以下の表に示すのは、プロジェクト終了時までの達成状況のイメージとして、専門家、C/P、

WG のメンバーの間で共有すべき内容である。 
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表１３ プロジェクト終了時までの達成状況のイメージト留意点 

コンポーネント プロジェクト終了時のイメージ 留意点 
CBET BNBNPMB 下の CEEE がビジターセ

ンターを中心にエコツーリズム活動

を継続し、住民は活動に参加すること

で収入を得ている状態。 

CBET の安定的な実施のために十

分な数のビジターを呼び込む必

要がある。そのため、BNBNPMB
とコミュニティの能力強化が必

須である。更に言えば、将来的に

は、コミュニティ組織が結成さ

れ、エコツアーを自分たちで行う

積極的な取り組みが望ましい。 
EFLO BNBNPMB が、州 PAEC 及び郡農業セ

ンターと連携し、FFS 等の活動を通じ

て、継続的にバッファーゾーンの農民

の能力強化と農業経営の向上支援を

行っている状態。 

WG メンバーが FFS を自分たちで

運営できる程度に能力の向上が

必要である。 
FFS で学んだ農民を核として農民

のグループを組織すること、そし

て、グループで収益性を高めてい

くことが、おのおのの農民の生計

向上のために重要である。 
Collaborative 
Management 

村落規則管理チームが村落規則の執

行を行っている状態。 
BNBNPMB 以外の政府組織がプロジ

ェクトの成果やコンポーネントをバ

ッファーゾーンにおける協働管理の

有効な手法だと認識している状態（以

下に具体的に示す）。 
（i） 村落規則: コミューン人民意委

員会、郡人民意委員会、ラクドン郡流

域管理事務所 
（ii） CBET：コミューン人民意委員

会、郡人民意委員会､省文化･スポー

ツ･観光局 
（iii） EFLO：コミューン人民意委員

会、郡人民意委員会、省 PAEC、とラ

クドン郡流域管理事務所 

プロジェクトで導入されたアプ

ローチが、バッファーゾーンにお

ける森林保全強化とコミュニテ

ィの生計向上の手段として政策

の策定に活用されていくことが

期待される。 

 

６－３ ラムドン省政府と BNBNPMB に対する提言 

（1） バッファーゾーンの管理の役割分担（BNBNPMB と DARD） 

公園のよりよい管理のためにバッファーゾーンの境界を明確にすべきである。 

（2） 予算の確保（PPC） 

プロジェクト終了後の CBET と EFLO に対する予算措置に最善を尽くすこと。BNBNPMB

の能力に見合った活動内容を注意深く検討し、計画を策定すること。 

（3） 政策策定への情報提供 （BNBNPMB） 

FLITCH プロジェクトと積極的に意見を交換し、JICA プロジェクトで取ってきたアプロー

チが、現在 DARD 下の森林管理事務所によって策定中の「国立公園エコツーリズム開発マス

タープラン（National Park Ecotourism Development Master Plan）」の中に組み込まれるように

すること。 
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（4） CBET の制度設計と実施（BNBNPMB） 

CBET の構想と実施の時点で、エコツーリズムで見込む収入や、その他の利益を、地域コ

ミュニティに対して適切に分配することを検討する。特に少数民族コミュニティなど、低所

得者層への配慮が必要である。CEEE の得る利益の一部を、国立公園の自然資源保全や地域

の生計向上のために活用する努力が求められる。 

（5） 地域コミュニティの土地利用について（DARD） 

EFLO の活動は、限られた世帯のみが農地の公式の所有権（Red Book/赤色証書）を認めら

れている中で行われているのが現状である。EFLO 活動の有効性と継続性を確保するために、

地域の人々の土地利用権の確保を検討するべきである。 

（6） 森林保護（PPC） 

州の関係者に対して、森林管理と保護の手段を強化し、プロジェクト対象地域の景観を保

全･回復し、エコツーリズムの価値と魅力を高めるべきである。 

（7） 栽培技術（DARD） 

地域の人々の生計向上とエコツーリズム付加価値を両立させる農業技術研究を進めるこ

と。 

（8） ドナー協調 （BNBNPMB） 

ドナー間の更なる調整を目指すこと。JICA、ADB、世界自然保護基金（World Wide Fund for 

Nature：WWF）については、現在 BNBNPMB を支援中、あるいは支援する計画を有している

ので、援助の重複を避け、効率化と効果の最大限の発揮を目指すべきである。 

（9） 新村落開発プログラムを BNBNPMB の活動へ組み込み 

ベトナム側レビューチームメンバーは、新村落開発プログラム（New Rural Area Program）

を BNBNPMB の活動への組み込むべきであるとの提言を行った。 

 

６－４ ベトナム中央政府（MARD）に対する提言 

プロジェクトで得た協働管理に関する知見と、用いられたアプローチについて、「保護地域の

管理戦略 2010」の後継戦略（現在策定中）も含め、関連する政策に反映すること。 

 

６－５ JICA に対する提言 

（1） 専門家の追加派遣 

エコツーリズム、マーケティング等の分野の短期専門家を、必要に応じて、プロジェクト

の後半に投入し、プロジェクト目標の達成を図ること。 

（2） 海外青年協力隊との連携（JOCV） 

プロジェクトと、BNBNPMB に派遣予定の JOCV 隊員（環境教育隊員と村落開発隊員）間

の連携によって相乗効果をもたらし、関係者の全てが利益を得るように図ること。 

（3） 研修機会 

地域の人材を対象として、他のアジア諸国における CBET の経験とスキルを学ぶ機会を、

これまで以上に与えるよう検討すること。 

（4） 永久調査区の設置支援 

公園内のコアゾーンにおける生物多様性のモニターのために、永久調査区設置計画支援を

－ 28 －



 

 
 

検討すること。 

（5） 協働管理活動に対する一層の支援 

ベトナムトにおける国立公園管理のモデルを形成すべく、CBET を含むプロジェクトの協

働管理活動に更なる支援を検討すること。 
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